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In this study, in order to contribute to the development of human resources to support disaster prevention activities in 

the local community, we focused on support entities such as government officials and disaster NPOs other than 

academic experts, we will clarify the actual support situation through the collection and analysis of various cases of 

support activities that supported the discovery and solution of issues in regional disaster prevention. And then we will 

try to improve the “KATA” for regional disaster prevention facilitation in the local community with higher explanatory 

power, through comparison with the facilitation KATA proposed by the authors. 
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１．はじめに 
 

地域の防災力を高める防災活動においては，自治会や

町会，自主防災組織などの様々な地域コミュニティが主

体となって，地域で起こりうる災害を理解し，災害時に

地域社会が直面しうる事態と課題を見極めたうえで，そ

の解決のために実効性の高い対策を講じることが重要で

ある1)．しかし，防災活動の主体である地域コミュニテ

ィは，地域のきめ細かな実態については詳しいものの，

地域の想定災害の理解に必要な知識をはじめ，災害時に

地域が直面する課題の発見とその解決に必要な対応策の

検討のための方法論など，いわゆる防災活動に関する専

門的な知識・知恵（以下，専門知という）を十分に持ち

合わせているとは言えない． 

このような状況に対し，日本学術会議「科学技術を活

かした防災・減災政策の国際的展開に関する検討委員会」

の「災害レジリエンスの強化による持続可能な国際社会

実現のための学術からの提言」2)では，平時の防災活動

の支援に対し，その地域に適した知識や経験の活用，効

果的な防災活動手法の紹介，外部の経験や資源の効果的

な導入などを支援する「ファシリテータ（facilitator）育

成の必要性が指摘されている． 

一部の地域においては，地域防災に関する専門知を有

する大学等の学識経験者をはじめ，行政の防災担当や防

災関係機関の職員，コンサルタント，災害関連のNPO，

防災士など，多様な主体の支援のもとで防災活動が取り

組まれているケースもしばしばみられるが3)4)．しかし，

全国に存在する地域コミュニティは多種多様であり，そ

れぞれの地域の特性に応じて求められる専門知も数多く

存在するため，専門家の数には限りがあり，かつ，全国

各地で行われている防災活動をすべて支援できるほどの

専門家が育成されているとは言い難い． 

そのため，地域の防災力を高める防災活動を効果的に

支援するためには，地域防災に関する専門知を有し，か

つ，支援者としての役割を併せ持つ人材の育成が重要で

あると考えられる．さらに，これらの人材を育成し広く

普及させていくためには，地域防災の専門家が行ってい

る支援内容の把握を通じて，効果的な支援活動の基本パ

ターン（ここでは武道や日本の伝統技術に習い，技術と

方法論を身に着ける教育の方法論5)として「形」（かた）

と呼ぶ）を構築することが必要であると考えられる．こ

れに対し，筆者らは，地域コミュニティの防災活動に対

する専門家の支援を「地域防災ファシリテーション

（Facilitation）」とみなし，防災活動の支援に関する既

往研究と実践事例を整理したうえで，各実践事例の中に

登場する専門家を対象にしたインタビュー調査を通じて，

図1に示す「地域防災ファシリテーション形」（以下，

FT形という）を提案6）している．しかし，本提案は，研

究論文に掲載されている限られた実践事例の分析にとど

まっているため，大学などの学識経験者に偏った支援主

体の実態をもとにしたものであり，その他の行政職員や

災害NPOなどが行っている多様な支援実態を勘案すると，

異なるFT形が存在しうることが否めない． 

そこで，本研究では，地域コミュニティの防災活動を

支援する人材の育成に資するために，学識経験者以外の

行政職員や災害NPOなどの支援主体に焦点を当て，地域
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防災上の課題発見と解決を支援した多様な支援活動の事

例の収集と分析を通じて，支援実態を具体化するととも

に，筆者らが提案したFT形との比較を通じて，より高い

説明力を持つFT形への改善を試みる． 

まず，2章では，既往研究等の関連性を含めて筆者らが

提案したFT形について紹介し，地域課題の解決に向けた

活動とその支援が推奨されている国内の取り組みの動向

を俯瞰する．次に，3章では，行政職員や災害NPOなどに

よる多様な支援実態に関する事例を収集・整理するとと

もに，支援主体に対するインタビュー調査を行う．そし

て，4章では，インタビュー調査の結果より，支援実態の

具体化を通じて，これらの支援活動におけるFT形の適用

を通じてFT形の検証を行う．これを踏まえ，5章では，

防災活動の効果的な支援の在り方として，筆者らが提案

した FT形に対してより説明力を持つFT形への改善を試

みる．最後に，6章では本稿のまとめと今後の課題につい

て述べる． 

 

 

２．既往研究と国内取り組みにおける支援実態 

 

(1) 先行研究を踏まえた FT形の提案 

ファシリテーション（facilitation）とは，「集団による

知的相互作用を促進する働き」7)，「まちづくりをはじ

め，市民活動や防災活動におけるエンパワーメントやリ

スクコミュニケーションを支援する活動」8)などと定義

される．また，その役割については，「ワークショップ

の参加者に対して中立的な立場で，チームのプロセスを

管理し，チームワークを引き出し，そのチームの成果が

最大になるような支援をする人材」9)をファシリテータ

（facilitator）と称され，「集団で新しいアイデアや形を

創り出す進行役，知識を教授する役割（Instructor），地

域社会等との協働を企画する役割（Coordinator）なども

担う人材の活動」10)の総称ともされる．ここには，組織

や集団のリーダーによる合意形成や意思決定に深刻な限

界があり，組織の構成員らの相互作用に基づく集合知を

引き出すことによって，様々な問題解決が容易になると

いう考え方が根底にある． 

このようなファシリテーションに関する先行研究をみ

ると，地域課題の解決を支援するプロセスの一つとして，

ワークショップのあり方やその実践の支援に求められる

ファシリテータの機能や役割などに着目し，地域の取り

組みに対する支援を通じてその効果を検証しているもの
11)12)13)，地区防災計画等の計画策定プロセスにおいて，

ファシリテータが関与した事例の紹介を通じて，プロセ

ス上の参加者同士，または，支援者と被支援者の関係性

の変化について論じているもの 14)15)など，多くの研究が

なされている． 

他方で，ファシリテーションにおいては「プロセスを

舵取りする」7)ことが重要とされ，その実践においては，

当然のことながら地域内部の関係性も絶えず変化し続け

ることから，地域の防災活動のプロセスも絶えず修正し

続けなければならない．そのため，多様な価値観や環境

の不確実性を重視した方策として，変化する状況を｢観察

(Observe) ｣し，それぞれの状況に応じて｢状況判断

(Orient) ｣のうえ，随時かつ柔軟に行動の｢意思決定

(Decide)｣を行い｢行動(Act)｣する概念である，OODA ルー

プの有効性 16)が論じられている． 

これらの先行研究を踏まえて，筆者らが提案した FT形

においては，OODA ループの概念を基本に，ワークショ

ップ等も含めた地域の課題解決プロセス全体のファシリ

テーションを対象とし，図 1 及び表 1 に示す FT 形を構築

し提案している． 

 

(2) 活動支援に関する国内取り組みの動向 

地域課題の解決に向けた多様な支援実態を把握するた

めに，府省庁の取り組みを中心に国内の動向を調べた．

取り組みの対象については，府省庁の取り組みをすべて

網羅することは難しいと判断し，有識者会議等によって

定められ基礎自治体等を経由して活動現場に推奨されて

いる代表的な取り組み，インターネット上に公開されて

いる取り組み，最近 10 年以内の取り組みを対象とした． 

そして，多様な主体の支援が求められると考えられる

防災活動，地域活動を軸に，これらに関連してファシリ

テータ，ファシリテーション，活動支援，支援主体，地

域防災，まちづくり，地域活性化などのキーワード検索

（複数のキーワードを合わせた検索を含む）を行った．

その結果，各種事業の会議体及び調査研究事業のアウト

プット（報告書，手引き，教材等）と，これらに関連し

た調査研究報告書，ガイドライン，指針等，計 67 件の文

献が収集できた．次に，それぞれの文献内容を把握しな

がら，活動支援に関する具体的な記述がみられないもの，

概要などをまとめ読みやすく簡潔化されているもの，類

似した内容でかつ後年更新されたものを除外した結果，

表 2 に示すように，まちづくりや地域活性化，地域防災

リーダーや担い手の育成，民間企業等の BCP 策定の取り

組みなど，行政，NPO，地域団体，民間事業者等の多様

な主体の支援による計 10 件の取り組みに絞られた． 

 
図１ 地域防災ファシリテーション形 

表１ 地域防災ファシリテーション形の概略 

OODA FT 形 概略 

観察 

Observe 

1.観察 

Observe 

支援する地域の現状

を観察する． 

2.信頼構築 

Rapport Building 

活動主体と信頼関係

を構築する．  

状況 

判断 

Orient 3. プ ロ

セス 

デザイ

ン
Process 

Design 

①リスク同定 

Knowing Risk 

地域のリスクを理解

し共有する． 

②目標設定 

Setting 

Objectives 

課題を同定し解決目

標を定める． 

意思 

決定 

Decide 

③解決策検討 

Decide 

必要な解決策を検討

する． 

④実行と評価 

Do and Check 

訓練などを通じて解

決策を実行・評価・

改善する． 

実行 

Act 

4.実施と評価 

Implementation 

ファシリテーション

を実践し，効果を評

価する． 

5.実践知の共有 

Sharing Lessons 

得られた知見を共有

し，新たな気づきを

生み出す． 
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地域活動に関連した取り組み（No.1～No.5）では，総

務省や内閣府，国土交通省が推進する，地方創生または

過疎化対策としての住民が主体となった集落づくり，国

土交通省都市局や観光庁が推進するまちの活性化を目的

とし事業者等が主体となったまちづくりなどが挙げられ

る 17)18)19)20)21)．また，防災活動に関連した取り組み

（No.6～No.10）では，内閣府（防災担当）や総務省消防

庁による地域防災の担い手育成，地区防災計画の普及啓

発，国土交通省の復興まちづくり，経済産業省中小企業

庁の BCP 策定などがあげられる 22)23)24)25)26)． 

これらの取り組みにおいて推奨されている活動の支援

主体と，それぞれの取り組みの中で用いられている支援

者の名称を表 2 に示す．No.1 から No.5 の地域活動に関す

る取り組みにおいては，行政職員がコーディネーターや

マネージャーといった役割を担うことが推奨されている

傾向がある．これに比べ，No.6 から No.10 の防災活動に

関する取り組みの中では，No.9「復興まちづくり」を除

き，行政職員の関与は限定的であり，外部主体によるア

ドバイスをもとに，地域住民の主体性が期待され，内部

主体による活動の推進が強調されている．また，No.1

「地域運営組織」と No.4「観光地域づくり人材育成」で

は，複数の主体がそれぞれリーダー，コーディネーター，

マネージャー，ワークショップ・デザイナー，アドバイ

ザーとして地域に関与していることが読み取れる．さら

に，No.2「人材力活性化」，No.6「地域防災リーダー育

成」，No.7「自主防災組織等の地域防災人材育成」など

の人材育成を目的とした取り組みにおいては，地域内部

の主体を主な育成の対象としているが，活動の実践にお

いては，学識経験者や行政職員等，外部主体の参加によ

る支援が望ましいものとされている． 

これらのいずれの取り組みからは，地域の課題解決を

支援する担い手の役割やそれを表す用語は統一されてい

ないものの，前述したファシリテータの定義のように，

中立的な立場でメンバーの参加を促しながらプロセスを

管理し，集団による問題解決，アイデア創造，合意形成

などを支援するといった役割に加え，ファシリテータの

役割や機能を持つ複数の外部主体が関与し，地域の課題

解決に求められる支援内容に応じて複数の担い手がその

役割を分担することが重要であることが窺えた．特に，

ほとんどの取り組みにおいては，行政職員がマネージャ

ーやコーディネーターとなって，地域内外の主体との信

頼関係と協働体制を形成し活動を支援することが推奨さ

れている傾向が読み取れるが，数多くの地域コミュニテ

ィに対し，限られた行政職員による活動支援を考えると，

なおさら支援人材の育成は急務であると考えられる． 

 

 

３．防災活動の支援実態の調査 

 

防災活動の支援実態を調査するために，地域コミュニ

ティの防災活動を支援している主体のうち，学識経験者

以外の行政職員や災害 NPO などの多様な支援主体に焦点

を当て，地域防災上の課題発見と解決を支援した活動事

例に関する各種文献の調査・整理を通じて，各事例内の

支援主体を対象に具体的な支援実態についてインタビュ

ー調査を行った． 

 

(1) 文献調査による支援実態の把握 

調査対象を選定するために，地域コミュニティの防災

活動とその支援に関する事例文献の調査・収集を行った．

文献調査においては，インターネット上に公開されてい

る府省庁のホームページと，科学技術情報発信・流通総

合システム（J-STAGE）を用い，過去 10 年以内に，大

学・研究機関の有識者を除く，行政機関，NPO，地域防

災リーダーなど，地域コミュニティの外部団体・人材が

地域コミュニティの防災上の課題解決を支援した取り組

表２ 人材育成に関する府省庁の取り組みと支援主体 
No 府省庁「取り組み」 支援主体 支援者の名称 

1 

地

域 

関

連 

総務省ほか「地域運営組織」 
外部専門家，大学関係者，地域おこし

協力隊員，行政職員 等 

マネージャー，コーディネータ

ー，アドバイザー 

2 総務省「人材力活性化」 
地域外で同様の取組を行う主体，地域

内に不足する人材を補完する主体 等 

WSデザイナー，コーディネー

ター，マネージャー 

3 
経産省ほか「中心市街地活性化まちづく

り」 

まちづくり会社，行政職員，中心市街

地活性化協議会 等 
マネージャー 

4 国交省「観光地域づくり人材育成」 
行政職員，観光協会，各産業振興団体 

等 

マネージャー，コーディネータ

ー，アドバイザー 

5 国交省「新しい内発的発展」 
地域おこし協力隊，大学，行政職員 

等 

コーディネーター，ファシリテ

ータ，マネージャー 

6 

防

災 

関

連 

内閣府「地域防災リーダー育成」 
行政職員，消防・警察・医療関係者，

福祉関係者 等 
（記載なし） 

7 
総務省「自主防災組織等の地域防災人材育

成」 
行政職員，他地域の防災組織 等 アドバイザー 

8 内閣府「地区防災計画」 
大学・研究機関，アドバイザー，NPO

等サポーター，行政職員 等 
アドバイザー 

9 国交省「復興まちづくり/事前復興計画」 
行政職員，有識者，各種団体，コンサ

ルタント 等 
WSファシリテータ 

10 経産省「BCP策定ワークショップ」 外部のBCP専門家 等 WSファシリテータ 

 

表３ 事例収集の検索条件 
分類 キーワード 

活動主体 

地域，地区，コミュニティ，地域コミュニテ

ィ，住民，地域住民，地域学校協働，公民

館，マンション 

支援主体 

NPO，協議会，懇談会，コーディネーター，フ

ァシリテータ，まちづくり協議会，社会福祉

協議会，火山防災協議会，内閣府，国土交通

省，防災士 

活動内容 

防災，計画，防災計画，地区防災計画，マッ

プ，避難，自主避難，避難計画，津波避難計

画，水害避難計画，タイムライン，課題 

災害種別 
地震，水害，洪水，河川，土砂災害，津波，

火山，大雪，除雪，竜巻 

※複数のキーワードによる検索を含む． 
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みに関連した事業報告書，取組事例集，研究論文の検

索・収集を行った． 

検索条件の設定においては，多様な防災活動の支援実

態から FT形の検証と改善を目指し，表 3に示すように，

「活動主体」，「支援主体」，「支援内容」，「対象災

害」に分け，筆者らの議論と判断によるキーワードの設

定を行った．「活動主体」については，自治会，校区連

合，マンション組合，学校関係者など，多様な地域コミ

ュニティが行った事例を収集した．次に「支援主体」に

ついては，国（府省庁），地方自治体（都道府県や市区

町村）が企画・支援した事例，または，中間支援組織

（NPO や法人等）が行政からの委託事業や補助事業，自

主事業等で支援した事例を収集した．また「支援内容」

については，各支援主体が地域防災に関する手法を構築

するために特定の地域コミュニティを対象に取り組んだ

モデル事業を含め，地区防災計画，地域の津波避難計画，

コミュニティタイムライン，防災マップ，個別避難計画，

支えあいマップ等などの活動を支援した事例を収集した．

そして，「対象災害」については，地震，水害，土砂，

津波，火山，雪害など，災害種別の偏りを考慮し事例を

収集した．その結果，計 43 件の文献を収集することがで

き，収集した文献の内容を整理し，「資料名，事業/取組

名（モデル事業），対象地域，発行年月，出典，キーワ

ード，抄録または概要，資料区分，本文 URL」がわかる

ように，文献リストを作成した． 

文献リストより，各事例における活動主体と支援主体

を特定しつつ，具体的な取り組み内容を整理し，専門家

による単発の講座・研修等に関連したもの，文献から具

体的な活動内容や支援内容が判別できないものを除外し

た結果，表 4 に示すように，外部の有識者の支援を受け

ながら防災活動が行われた計 10 事例に絞られた．これら

の 10 事例に対し，支援主体が特定でき，かつ，それぞれ

の支援主体に対してメールや電話を用いて連絡しインタ

ビュー調査を依頼した結果，承諾が得られた 6 件のみ

（No の★印）をインタビュー調査の対象とした． 

中には，主に，地域外部の支援を受けながら，地区防

災計画，津波避難計画，コミュニティタイムライン，防

災マップ，個別避難計画，支えあいマップ（平時の見守

りを兼ねたもの）等に関する活動が多くみられた．また，

地震災害に対しては，特定の取り組みはみられなかった

が，地震津波に対して地域住民が主体となって避難計画

や地区防災計画を策定する活動が多くみられた．風水害

に対しては，国土交通省の河川事務所や基礎自治体等が

推進する，個人・家族・地域コミュニティ単位の「タイ

ムライン」の作成支援に関するものや，国土交通省の砂

防事務所等が土砂災害に対する地域の警戒避難体制の構

築を推進するものが多くみられた．そのほか，地域コミ

ュニティと火山防災協議会等が協力して作成する避難計

画や，大雪の除雪に係る行政と地域コミュニティの協働

による取り組みがみられた． 

 

(2) 支援主体に対するインタビュー調査 

文献調査よりインタビュー調査の承諾が得られた 6 件

の事例内の支援主体を対象にインタビュー調査を行った．

その概要を表 5 に示す． 

調査では，まず，調査対象に対するメール及び電話連

絡（2021年 12月中）により，予め作成したインタビュー

シートの提供と合わせて調査の趣旨説明と日程調整を行

った．そして，文献調査より整理した各事例の内容を参

考に，支援の背景をはじめ，支援した活動目標と内容の

詳細について，半構造化形式のインタビューを行った．

ただし，インタビューの実施においては，コロナ感染症

拡大防止のため，対面形式に代えて Web 会議システムを

用いたオンライン形式で実施した． 

 

表４ 文献調査の結果（概要） 
No 取り組み名 地域 活動主体 支援主体 対象災害 活動内容 実施年 

1 

★ 
地区防災計画作成 

北 海 道 札

幌市 
澄川地区連合 札幌市役所 

地 震 ・ 水

害・土砂 
発災前後の役割分担 2019 

2 

★ 

雪処理の担い手確保・育成

のための克雪体制支援 

岩 手 県 滝

沢市 

あすみ野自治

会 
滝沢市役所 雪害 協働除雪体制 

2018-

2019 

3 
災害時住民支え合いマップ

策定支援 

長 野 県 辰

野町 

北大出地区住

民 
長野県庁 － 

災害時住民支え合いマ

ップ 
2016 

4 

★ 

ソフィアステイシア地区防

災計画策定支援 

神 奈 川 県

横須賀市 

マンション住

民 

ﾏﾝｼｮﾝﾗｲﾌ継

続支援協会 

地 震 ・ 津

波 

災害時の役割分担 /資

機材・備蓄品の整備 
2014 

5 

★ 

地区津波防災まちづくり計

画の作成 

静 岡 県 牧

之原市 
5 地区の住民 

牧之原市役

所 

地 震 ・ 津

波 

地域ごとの津波避難計

画 
2012 

6 危機管理等支援方策検討 
山 梨 県 早

川町 

中洲地区・塩

島地区の住民 

富士川砂防

事務所 
土砂 

防災マップ /コミュニ

ティタイムライン 
2014 

7 地区防災計画策定支援 
愛 知 県 岡

崎市 

矢作北学区住

民 
岡崎市役所 

地 震 ・ 水

害 

水害時の行動 /地震時

の避難行動 
2015 

8 

★ 

水害等避難行動タイムライ

ン作成支援 

京 都 府 綾

部市 

施福寺地区住

民 
京都府庁 土砂 

コミュニティタイムラ

イン 
2018 

9 水害は「逃げるが勝ち！」 
岡 山 県 倉

敷市 
川辺地区住民 岡山県庁 水害 防災マップ 2019- 

10 

★ 

別府市における障害者イン

クルーシブ防災 

大 分 県 別

府市 
亀川地区住民 

福祉フォー

ラム 

地 震 ・ 津

波 

災害時要支援者個別計

画 

2016-

2018 

※「★」：インタビュー対象として選定した取り組み． 

表５ インタビュー調査の概要 

対象 
表 4 の事例のうち，「★」印の 6 つの事例

（No.1，2，4，5，8，10）の支援主体 

日程 
2022 年 1 月 28 日～3 月 1 日 

※調査対象 1 名につき，各 2 時間程度実施 

方法 
インタビューシートを用いた半構造化形式 

※コロナ禍の影響によるオンライン実施 

内容 

・実施の背景，対象地域の選定理由 

・関係主体と役割分担 

・達成目標 

・防災活動の設計と変更 

・支援活動の評価や成果の共有 

・支援上の課題，自由意見等 
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(3) インタビュー結果の分析 

インタビュー結果の分析におい

ては，調査者と各調査対象の逐語

的な発言録と，インタビュー内容

を収録した動画から，発言内容を

すべて書き起こしてテキスト化を

行った（計 87,538 文字）．そし

て，すべてのテキストを，意味の

とぎれる文章に切片化し，切片さ

れた文章をリスト化した（計 581

文章）．なお，リスト化された 1

つの文章は，図 2 に示すように意

味のまとまりによって，単一行，

または，複数行で構成されるもの

である． 

これらのリスト化した各文章の

中から，調査者の質問や感想など

の発言（計 273 文章）を除き，調

査対象の発言のみ（計 308 文章）

を用いて帰納的なオープン・コー

ディングを行った．コーディング

では，それぞれの文章から読み取

れる意味に対して共通のキーワードをラベルとして付与

したあと，似たラベル同士をまとめて上位概念となるラ

ベル 1 を付与した．その結果，表 6 に示すように，「支

援背景」，「実践内容」，「考え方」の 3 つのラベル１

を付与した． 

次に，ラベル 1 の「支援背景」，「実践内容」，「考

え方」について，FT 形の普遍性を説明するために，各テ

キストの意味を確認しながら FT 形の要素である「1.観

察」，「2.信頼構築」，「3.プロセスデザイン」，「3①

リスク同定」，「3②目標設定」，「3③解決策検討」，

「3④実行と評価」「4.実施と評価」，「5.実践知の共有」

の各要素を用いて演繹的なラベリングを行った．その結

果，「支援背景」を除き，「実施内容」と「考え方」に

おいて，それぞれ 164 件と 28 件の文章が FT 形の各要素

に該当し，「形」の１～5のそれぞれをラベル 2として付

与した．FT 形に当てはまらなかった文章については，再

度帰納的なオープン・コーディングを行った結果，「支

援背景」については，活動全体の「方針・達成目標」，

活動の支援に至るまでの「実施経緯」，活動前からの地

域との関係性等「その他」のラベル 2 を付与した．また，

FT 形でラベルの付与ができなかった「実施内容」と「考

え方」においても，「支援体制づくり」，「役割」，

「能力」，「人材育成」をラベル 2 として付与した． 

 

 

４．支援実態を踏まえた FT形の検証 
 

(1) 支援実態の詳細 

文献から整理した実践事例の内容と，各事例の支援主

体を対象にしたインタビュー調査の結果より，図 3 から

図 8 に各事例の支援体制を示し，次にその内容を述べる． 

「地区防災計画作成」27)（No.1，図 3）は，地区防災計

画制度創設を受け，札幌市が支援主体となって，同市内

で災害リスクが多様かつ防災活動が活発な川澄地区をモ

デルとして行われた取り組みである．同市は，地区防災

計画ガイドラインを参考に計 4 回の会合を企画・提案し，

活動主体との意見交換を踏まえて，外部講師による講演

会や住民参加のワークショップを通じて計画作成に取り

組んだ．中では，活動主体で構成する「澄川地区防災計

画検討議会」を設置し，発災直後の役割分担を含め，検

討した防災活動の内容を計画として策定しており，今後

の継続した防災活動の推進に向け，学区ごとに地域特性

を踏まえた地区防災計画の策定を進めた．特に，事業予

算から予め確保したコンサルタント会社に運営支援を委

 
図２ 回答のラベリング（一部の例） 

No. 発言概要 ラベル１ ラベル２ 議事録 備考

1 平成30年7月豪雨の検証会議において、避難勧告の発令が住民の避難に繋が

らなかったという課題が顕在化し、避難の共助体制を構築するためのタイム

支援背景 事業実施の経

緯

No.1、

No.2

2 検証会議を受けて、タイムライン作成指針に基づいてモデル事業を実施し

た。

実践内容 ３．プロセス

デザイン

No.3

3 京都府では地域の出先機関が地域に入り込んで一緒に事業を進めることがあ

り、今回は平成30年７月豪雨の検証結果を受けて、京都府としてタイムライ

ンの取り組みを支援して、モデルを作って他の地域に展開する流れに至っ

実践内容 体制づくり

（支援側）

No.7、

No.8

4 平成30年７月豪雨は綾部市や福知山市、舞鶴市などの中丹地域に大きな被害

をもたらした。特に綾部市では土砂災害の被害が大きく、施福寺地区では亡

支援背景 事業実施の経

緯

No.4

5 周りに顔なじみが多い小さな地域の中で人が亡くなってしまったということ 実践内容 １．観察 No.10 分割済み

6 綾部市を通じて、自治会長にタイムライン作成の取り組みを一緒に進めてい 実践内容 ２．信頼構築 No.5 分割済み

7 事業の具体的な内容については京都府と綾部市で、地区に何度か説明に行っ

た。説明会には基本的に自治会長や自治会役員が参加していたが、それ以外

実践内容 ２．信頼構築 No.13、

No.14、

8 施福寺地区は一つの自治会であり、住民は20名から30名ほどの地区である。

地区のほとんどの住民がタイムライン作成に参加した。

実践内容 ３．プロセス

デザイン

No.16、

No.17

9 事業主体は当時の京都府府民生活部の防災消防企画課と災害対策課であり、

事業の進め方の検討のほか、綾部市を通じて地域との調整も行った。

実践内容 体制づくり

（支援側）

No.19

10 中丹広域振興局には、グループの話し合いが円滑に進むようにサポートをす

る、テーブルファシリテーターの役割を担ってもらった。もともと中丹広域

振興局に施福寺地区との繋がりがあった訳ではないが、防災について日頃か

実践内容 体制づくり

（支援側）

No.20、

No.22、

No.2311 その後中丹広域振興局では、このモデル事業をきっかけにして、綾部市内や

福知山市内でタイムラインや避難計画の取り組み支援を展開している。京都

実践内容 体制づくり

（支援側）

No.26、

No.27、

12 土砂災害の専門知識を有する有識者を探したところ、京都府立大学の三好助

教が、避難スイッチの考え方や地域でのワークショップの経験も有している

ことがわかったので、タイムライン作成の進め方について相談させて欲しい

実践内容 体制づくり

（支援側）

No.29

13 コンサルタント業者は主に浸水害が専門で、土砂災害についても知識を有し

ており、資料作成や進め方の検討、ワークショップ当日のアドバイザー的な

役割を担った。

実践内容 体制づくり

（支援側）

No.21、

No.38、

No.3914 今回のモデル事業を受けてタイムライン策定指針を改訂している。モデル事

業でワークショップを３回行ったことが策定指針に反映され、現在の策定指

実践内容 ５．実践知の

共有

No.41

15 三好助教とコンサルタント業者と打合せを重ね、タイムラインの要素とし

て、いつ・どこで・どのように避難するのかということを地域主体で考えて

もらうために、ワークショップ形式で進めることになった。

実践内容 ３．プロセス

デザイン

No.42

表６ 調査結果のラベリング 

ラベル 1 支援背景 実施内容 考え方 

ラベル 2 
方針・達

成目標 

実施 

経緯 
その他 

FT 形 

1～5 

支援 

体制 

FT 形 

1～5 
役割 能力 

人材 

育成 

事例
No 

視点 

 

 

計 

活動全体

の方針と

達成目標 

動機や条

件，地域

の選定理

由 

地域の構

成やなり

たちなど 

4(2) 章 に

てそれぞ

れ整理 

体制に関

する状況

や活動 

4(2) 章 に

てそれぞ

れ整理 

支援主体

の役割や

立ち位置 

必要ある

いは適し

た能力 

活動を通

じた支援

人材育成 

1 50 1 2 4 36 2 4 0 1 0 

2 39 3 5 5 14 5 6 1 0 0 

4 44 2 2 6 17 7 7 2 1 0 

5 49 0 3 2 31 8 1 2 1 1 

8 58 0 5 1 36 6 4 5 0 0 

10 68 3 5 4 30 9 6 4 4 3 

計 308 9 22 22 164 37 28 14 7 4 

※各数字は，意味のまとまりのある文章，または，複数の文章で構成する段落の数． 
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託し，活動主体が各回で示した課題に応じて必要な外部

の有識者を招いて情報提供等を行った． 

「雪処理の担い手確保・育成のための克雪体制づくり」
28)29)（No.2，図 4）は，国土交通省のモデル事業の一環と

して滝沢市が支援主体となって，比較的に若い世帯が多

く，コミュニティの繋がりが薄いあすみ野自治会を対象

（活動主体）に，市・住民・除雪業者の三者の協働除雪

体制を構築するために行われた取り組みである．同市は，

モデル事業の期間と予算の制約から，ワークショップの

回数を予め設定・提案し，活動主体と支援体制や進め方

を協議しながら，住民の中で協働除雪体制に対する合意

を形成した．活動を支援していく中，必要に応じて外部

の有識者やワークショップ・ファシリテータ（コンサル

タント会社）との支援体制を構築しながら進めた． 

「ソフィアステイシア地区防災計画策定」30)（No.4，

図 5）は，横須賀市内のマンション（よこすか海辺ニュ

ータウンソフィアステイシア）から委託を受けたマンシ

ョンライフ継続支援協会（以下，MALCA という）が支

援主体となって，発災時においてもマンション生活の継

続を可能にする計画策定のための活動として行われた取

り組みである．活動主体自らが会合の回数を設定し，回

ごとの結果に応じて MALCA が次回の進め方を提案し，

活動主体と調整しながら行われた．活動主体と支援主体

の双方の合意により在宅避難体制の構築を目標として設

定し，災害時に自治会と管理組合による総合的，計画的

な対応をするための役割分担や資機材・備蓄品の整備な

どを含む地区防災計画を策定した．マンション居住者の

中から策定委員およびアドバイザーを選定し，全 18 回の

策定委員会が開催された． 

「地区津波防災まちづくり計画作成」31)32)（No.5，図 6）

は，牧之原市が支援主体となって，津波防災地域づくり

法に基づき，同市内の 5 つの地区を対象に津波避難計画

   
図３ 地区防災計画作成（No.1）          図４ 雪処理の担い手育成体制づくり（No.2） 

   
図５ ソフィアステイシア地区防災計画策定（No.4）   図６ 地区津波防災まちづくり計画作成（No.5） 

   
図７ 避難行動タイムライン作成（No.8）         図８ 障害者インクルーシブ防災（No.10） 
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の策定を行った取り組みである．5 つの地区それぞれの

津波防災まちづくり計画の策定に向け，ワークショップ

やまちあるきを通じて地域の課題を抽出した後，活動主

体が自ら取り組みたいテーマを決定し，支援主体からの

進め方の提案をもとに行われた．各地区では「地区津波

防災まちづくり計画策定委員会」を組織し，各 3 回の委

員会と各 7 回の男女協働サロンが開催された．特に，活

動の継続性を持たせるために，地域状況を熟知し，かつ，

同市の地域防災取り組みの一環として，ワークショップ

の組み立て方と実践方法に関する研修を通じて育成され

てきた市民ファシリテータが活躍した． 

「水害等避難行動タイムライン作成 33)（No.8，図 7）

では，京都府が支援主体となって，同府内の綾部市の施

福寺地区をモデルに行った取り組みである．当該地区で

は，自主防災組織，消防団，自治会の役員や地域の住民

等が集まった 3 回のワークショップ通じて，水害時の避

難行動を含むコミュニティタイムラインと，災害避難カ

ードを作成し，地区住民らが自主的に声を掛け合って避

難する共助体制の構築に取り組んだ．ワークショップの

実施においては，同府の防災会議専門部会の議論を受け

て作成したタイムライン作成指針（案）に沿って設計し，

地区住民に対する説明会等を得て，有識者とコンサルタ

ント会社など，各ワークショップの実施に必要な支援を

受けながら実施した． 

「障害者インクルーシブ防災」34)（No.10，図 8）では，

福祉フォーラム in 別杵速見実行委員会が支援主体となっ

て，日本財団の助成を受け，亀川地区古市町を対象に行

った取り組みである．災害時要支援者のニーズをもとに

した個別避難計画の作成を目的に，地域ごとにつながる

システムの構築と，その活用による災害時の安否確認か

ら避難，避難生活支援など「命を守る活動」を推進した．

また，検討委員会が中心になって地域ニーズの調査をは

じめ，自治委員・民生委員への説明会，地域住民や関係

団体を対象にした地域研修会，障がい者研修会，ワーク

ショップ，多くの地域住民が参加する避難訓練・避難所

運営訓練等を行った．進め方については，活動主体と都

度調整するとともに，活動に必要な支援体制（有識者と

メディア関係者）を確保し，市の各部局や関係団体を巻

き込んだモデル事業として行われた． 

これらの事例の支援実態からは，活動主体の支援にお

いては，中心となる支援主体が存在し，それを軸にした

様々な主体の協力が確認できた．すなわち，複数の主体

がファシリテータとしてマネージャーや WS デザイナー

などのそれぞれの役割を担って活動を支援していること

が確認できた． 

 

(2) 支援実態を踏まえた FT形の検証 

以上の支援実態の概要と，3 章にてラベルを付与した

テキストを踏まえ，表 7に FT形に沿った支援実態の概要

を示し，次にその詳細を述べる．  

「1.観察」においては，支援する地域の現状の観察に

対し，プロセスデザインのために事前に行った関係者へ

のアンケートやヒアリング，インターネット検索，現地

視察等による全般的な情報収集に加え，取り組みの中で

得られた地域や住民の状況についての理解や気づきを整

理している． 

「２.信頼構築」では，活動主体と信頼関係を構築する

ことに加え，行政によるファシリテータの紹介を含むフ

表７ FT形に沿った実態の整理 

No 1.観察 2.信頼構築 
3.プロセスデザイン 

4.実施と評価 
5.実践知の

共有 ①リスク同定 ②目標設定 ③解決策検討 ④実行と評価 

1 

地 域 の 防

災 取 組 の

状 況 を 把

握 

活動メリット

等を説明 

他地区の取組や地域の事情から WS回数を設定し，市が内閣府や

有識者から情報を得て企画し，地域との打合せで協議 

発表会で有

識者による

講評を導入 

HP で共有

し，制度の

認知度向上

を期待 

WS で HM を

見ながら課題

を整理 

計画の対象災

害を決定 

WS で各主体

の役割分担を

検討 

※コロナ禍の

ため進捗なし 

2 

地 域 課 題

と コ ミ ュ

ニ テ ィ の

つ な が り

を把握 

地域に合った

情報提供 

初年度は 3 回，翌年以降は 1 回ずつ会合を設定し，WS 支援専門

のコンサルタント会社が各回の内容を提案 

アンケート

により意識

変容と苦情

件数の変化

を把握 

有識者の事

例発表によ

り市内に波

及 

WS で課題を

抽出しマップ

に整理 

地域共同の体

制構築 

WS で解決策

を検討 

地域独自に苦

情整理を実施 

4 

防 災 取 組

の 状 況 を

把握 

既存の信頼関

係あり 

地域の希望で月２回の会合を設定し，MLCP独自の方法に沿って

スケジュールを地域に提案 

住民から高

い評価を獲

得 

ホームペー

ジなどに成

果を紹介 被災シナリオ

に沿って課題

を整理 

在宅避難計画

の作成 

協議会で具体

的な対応策を

検討 

地域が独自に

訓練を実施 

5 

防 災 意 識

の 状 況 を

把握 

自治会担当部

署のため関係

あり 

地域への説明前に 7 回の WS・3 回の委員会を設定し，市・市民

ファシリテータ・コンサルタント会社と各回の内容を協議 

外部からの

受賞（マニ

フェスト大

賞） 

ホームペー

ジ に 共 有

し，他市町

からの視察

受け入れ 

防災まちある

きで課題を発

見 

対策の検討テ

ーマを選定 

ハード対策と

ソフト対策を

検討 

地域独自に継

続活動を実施 

8 

防 災 意 識

の 状 況 を

把握 

市を通して説

明会を実施 

市・コンサルタント会社が各回の内容を協議・提案し，委員会

で検討された実施方針を反映 

住民アンケ

ートにより

地域の変容

を把握 

事業報告に

よる市町村

へ展開 被災経験の振

り返りによる

課題の整理 

コミュニティ

タイムライン

の作成 

避難基準や役

割分担を検討 

地域が独自に

訓練を実施 

10 

地 域 課 題

や 地 震 時

の 対 応 の

把握 

活 動 の 中 で

徐々に信頼構

築 

フォーラム実行委員会で月 1回の協議を設定し，住民の関心に応

じて地域の関係主体を巻き込みながら実施 

対外的に発

信 

有識者によ

る講評を導

入 

フォーラム

のネットワ

ークで共有 障がい者の備

えと対応力を

査定 

個別避難計画

の作成 

調整会議で避

難支援の内容

を検討 

計画に基づく

避難訓練の実

施 
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ァシリテータの能力（地位，知識，経験等）に対する信

頼と，地域の疑問や不満への対応を含むファシリテーシ

ョンの意図（姿勢，目的等）に対する信頼を得る行為，

説明会等による住民の取り組みへの合意を形成するため

の行為が行われている． 

「３.プロセスデザイン」のために，地域が主体的に防

災に取り組めるための手続きと体制を設計する．活動プ

ロセスのデザインに沿った各活動の実施後の省察とデザ

インの見直しに加え，各プロセスの中で支援体制づくり

の支援が行われている．中でも，「3①リスク同定」にお

いては，地域のリスクを理解し共有することに加え，住

民が地域の災害リスクについて理解するための講義や，

ハザードマップの確認，過去の被災経験を振り返るため

の防災まちあるきやワークショップ等の活動が行われて

いる．「3②目標設定」においては，課題を同定し解決目

標を定めることに加え，地域の課題を抽出・整理・特定

するためのワークショップや，確認できた課題からより

詳細な目標（いずれの階層も）を定めるためのワークシ

ョップ等の活動地域の資源を確認するための防災まちあ

るき等の活動が行われている．「3③解決策検討」では，

必要な解決策を検討するために，地域の課題に対する解

決策や，解決に必要な体制と具体的な計画を検討するワ

ークショップ等の活動が見られた．「3④実行と評価」に

おいては，近年のコロナ禍による活動の停滞も見らせる

が，訓練などを通じて解決策を実行・評価・改善するこ

とに加え，解決策や体制を実行するための訓練や演習，

その後の反省会等も含まれている． 

「４.実施と評価」では，ファシリテーション実践効果

を評価するために，実施したプロセスに対するアンケー

トの実施や，活動主体と地域住民の報告会や意見交換会

等の実施，活動の結果として現れた地域の行動変容を把

握が行われている． 

「５.実践知の共有」では，得られた知見を共有し新た

な気づきを生み出すために，活動支援の成果や課題を報

告書や事例集より公表するほか，各支援主体が持つホー

ムページや報告会等での発表・共有する，または，他地

域への人材派遣や視察受け入れ等を通じて共有を図って

いる． 

以上により，学識経験者以外の行政職員や災害 NPO な

どの主体による支援実態が具体化でき，それを踏まえ，

筆者らが提案した FT形が十分説明できる結果が得られた

と考えられる． 

 

 

５．FT形の改善 

 

4 章で具体化された支援実態では，いずれの取り組み

においても，図 9 に示すように，支援主体と活動主体の

個別の関係性をもとにした活動の支援と実践に加え，専

門知を有し技術的な支援ができるアドバイザー，活動を

管理・調整するマネージャー，活動を企画・運営する

WS デザイナーなど，それぞれの様々な主体がファシリ

テータの役割を担っていることが確認できた．これは，

調査対象であった支援主体は，筆者らが提案した FT形の

調査対象（支援主体）の大学等の学識経験者に比べ，地

域防災に関する十分な専門知を有していないことが原因

と考えられ，FT 形の改善を通じた人材育成に資する手法

化を行うためには，それぞれの支援主体が活用した専門

知を，支援内容に沿って体系化していく必要があると考

えられる． 

さらに，これらの支援主体と地域コミュニティの間に

て，デザインされたプロセスの実践に向けた住民同士の

意見交換やワークショップ等の運営を支援する「運営支

援者」の協力が働いていることが確認できた．このこと

から，支援主体が地域状況を観察しながら作る支援体制

においては，地域防災の専門知を提供できる人材との協

力に加え，ファシリテータとしての機能や役割を持つ人

材をも含めた支援体制づくりが必要であるといえる． 

以上にとり，FT 形の各要素に該当する支援活動のほか

に，地域課題の解決に向けた目標達成のために，既存の

ネットワークを活用して必要な外部支援者との連携によ

る「支援側の体制づくり」が存在すると考えられる． 

次に，表 8 に示すように，支援主体の支援背景によっ

て，活動のプロセスや目標，支援体制が既定され，支援

主体がスケジュールと資源を管理する支援の形態と，活

動主体の気づきに応じて自主的な活動を支援する形態と

いった，2 つの FT の形態が存在することが確認できた． 

前者は，No.1（札幌市），No.2（滝沢市），No.5（牧

之原市），No.8（京都府）の事例のように，行政機関等

のモデル事業として行われた支援活動が該当する．モデ

ル事業の期間や予算の制約のなかで，制度上の目的等を

達成するための取り組みといった制約がある場合，活動

期間や回数，活動内容，活動のアウトプット等を企画し，

地域に提案し合意を得て進めていくことから，「提案型」

あるいは「マネージャー型」と解釈できる．これに対し，

後者は，MALCA（No.4），別府市（No.10）のように，

災害 NPO や支援団体等が行った事例から見られ，自主財

源で行う支援など，制約が少ない防災活動の支援の一環

として行われた支援が該当する．地域の主体性を尊重し

ながら活動進めていくなかで，必要に応じて方向性に気

づきを与えながら進めていることから，「伴走型」ある

いは「アドバイザー型」と解釈できる． 

以上により，図 1に示した既存の FT形に対し，新たに

発見できた「支援体制づくり」と，これらの 2 つのタイ

プの FT の形態の違いを考慮し，図 10 に示すように，

「プロセスデザイン」，「目標設定」，「支援体制づく

り」といった 3 つの要素の改善を行った． 

まず，「プロセスデザイン」をみると，「提案型」で

は，支援主体が地域の観察（1.観察）と信頼構築（2.信頼

構築）の結果を以ってデザインするプロセス（3.プロセ

スデザイン）において，地域側の活動主体への説明等を

通じて合意を得て設定し，活動主体とともにデザインし

た活動を進めている（4.実施）．一方，「伴奏型」では，

支援主体が活動主体とともに活動を進めていく（4.実施）

なかで，地域状況の観察（1.観察）と信頼関係の構築（2.

信頼構築）が行われ，これらの結果をもとに，活動プロ

 
図９ 支援体制の全体像 
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セス（3.プロセスデザイン）への助言を行う． 

次に，「目標設定」をみると，「提案型」では，支援

背景によって決められたプロジェクト・レベルの目標

（A）の達成に向け，支援主体がデザインして提案する

プロセス（3.プロセスデザイン）の中で活動レベルの目

標（B）を提案し，活動主体が取り組みを進めていく（4.

実施）中で活動レベルの目標（B）を具体化していく．

一方，「伴奏型」では，活動主体が取り組みを進めてい

く（4.実施）中で活動レベルの目標（B）が形成され支援

主体と共有される． 

そして，「支援体制づくり」をみると，「提案型」で

は，観察（1.観察）の結果として支援主体が支援体制を

構築し，これに基づきプロセスをデザインする．一方，

「伴奏型」では，活動主体が取り組みを進めながら，必

要に応じて支援主体を通じて支援体制を補う． 

 

 

６．おわりに 

 

本研究では，地域コミュニティの防災活動におけるフ

ァシリテーションを担う人材育成のためのフレームとし

て，筆者らが提案した「地域防災ファシリテーション形」

に対し，行政機関や災害 NPO 等の多様な支援主体を対象

にしたインタビュー調査を通じて，支援主体によって異

なる FT 実態を明らかにするとともに，既存 FT 形との比

較を通じて検証と改善を試みた． 

表８ 地域防災ファシリテーション実態の分類 

No 支援背景（概要） プロセスデザイン 目標設定 支援体制づくり タイプ 

1 

地区防災計画制度創設を受け，

市が 4 年間実施した地区防災計

画モデル事業．対象地区は災害

ﾘｽｸが多様で取組が活発 

支援背景と取組主体

の意向を踏まえて WS

回数を設定し，進め

方を都度提案・取組

主体と調整 

支援背景により地区防災計画を

ｱｳﾄﾌﾟｯﾄと設定し，第１回 WSの

結果を踏まえ当面の取組ﾃｰﾏと

して対象災害を提案 

支援背景によりｺﾝｻﾙ会

社を予め確保し，取組

主体の意向により必要

な有識者を提案し，調

整 

提案型 

2 

先進自治会の既存取組で得られ

たﾈｯﾄﾜｰｸや助成の仕組みを活用

した国交省モデル事業．ｺﾐｭﾆﾃｨ

が希薄で除雪の問題を抱えた対

象地区に協議の場を提供 

支援背景により設定

された WS 回数の中

で，支援体制側で進

め方を調整し，取組

を実施 

除雪をめぐる課題の解決を上位

レベルの目標と設定して取組を

開始し，WS を重ねるなかで，

住民の中で協働除雪体制に向け

た合意が形成された 

支援背景により必要な

支援体制（有識者と WS

ファシリテータ：ｺﾝｻﾙ

会社）を予め確保 

提案型 

4 

MALCA 設立前に研究を進めて

いた MLCP（ﾏﾝｼｮﾝ生活継続計

画）の実証支援．対象地区は副

理事長の居住ﾏﾝｼｮﾝによる委託

事業として実施． 

取組主体の意向から

設定された会議回数

の中で，全体の進め

方を提案・実施する

が，都度取組主体と

調整 

取組主体が設定した上位レベル

の目標に向け，取組主体と支援

側の双方が在宅避難体制の構築

をプロジェクト・レベルの目標

と設定して，地区防災計画をｱｳ

ﾄﾌﾟｯﾄとした取組を開始 

（特になし） 

伴走型 

5 

津波防災地域づくり法に基づく

計画作成を，市長意向により，

育成してきた市民ファシリテー

タを活用した協議手法で実践 

支援背景により設定

された WS 回数の中

で，支援体制側で進

め方を調整し，取組

を実施 

支援背景により津波防災まちづ

くり計画をｱｳﾄﾌﾟｯﾄと設定し，

WS やまちあるきで課題を抽出

した後，第 3 回 WS で「取り組

みたいﾃｰﾏ」を決定 

支援背景により必要な

支援体制（育成された

WS とｺﾝｻﾙ会社）を予め

確保 

提案型 

8 

防災会議専門部会の議論を受け

て作成したタイムライン作成指

針（案）に沿ったモデル事業．

対象地区は実施年に被災（土砂) 

支援背景により設定

された WS 回数の中

で，支援体制側で進

め方を調整し，取組

を実施 

支援背景により，コミュニティ

タイムラインをｱｳﾄﾌﾟｯﾄとした

避難基準づくりをプロジェク

ト・レベルの目標と設定して取

組を開始 

支援背景により必要な

支援体制（有識者とｺﾝｻ

ﾙ会社）を予め確保 提案型 

10 

条例制定を背景に市の村野防災

推進員が推進した，障がい当事

者が主体となって行政各部局や

障がい関係団体を巻き込んだｲﾝ

ｸﾘｰｼﾌﾞ防災モデル事業 

進め方は取組主体と

都度調整し，取組を

実施 

支援背景により，個別避難計画

をｱｳﾄﾌﾟｯﾄとした地域でつなが

る仕組みづくりを上位レベルの

目標と設定して，モデル地域で

取組を開始し，観察を通して活

動レベルの目標を設定・実施 

取組主体の活動展開の

動機付けのために必要

な支援体制（有識者とﾒ

ﾃ ﾞ ｨ ｱ関係者）を確保

し，ﾌｫｰﾗﾑの関係団体を

随時調整 

伴走型 

 

  

 
提案型の FT形                        伴奏型の FT形 

図１０ 支援形態による FT形の分類 
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その結果，筆者らが提案した FT形は，学識経験者のほ

か，様々な主体による支援実態からも十分な説明力をも

つ普遍性の高いものであると考えられる．これに加え，

支援実態からは，FT 形を軸に，「支援体制づくり」とい

った要素が新たに発見でき，さらに，資源とスケジュー

ルを管理する提案型（マネージャー型）と，地域の気づ

きに応じた自主的な活動を支援する伴走型（アドバイザ

ー型）のそれぞれの FT実態が存在していることが確認で

きた．これを踏まえ，それぞれの支援実態に応じた異な

る 2 つの FT 形に改善を試みることができた． 

ただし，本研究は，筆者らの試行的な調査対象の選定

により，6 件の限られた事例の分析による FT 形の検証と

改善にとどまっている．そのため，より多くの事例分析

を通じて，より普遍性を持って多様な地域状況や支援実

態に合わせて活用できる FT形を構築する必要がある．ま

た，今後は，FT 形を軸に，支援人材を育成するための方

法論や具体的な育成プログラム，さらには，人材の社会

進出に向け，育成程度の評価を可能にする軸や評価項目

の構築を通じて支援人材の育成が望ましい． 
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